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利用権設定農地面積 維持

成果 維持する

農地管理システム等を活用し、農用地利用集積計画の作成（利用権設定）等を行う。

成果指標と目標値
を設定した理由

農用地の有効利用及び農業経営の安定化を目的に、農地中間管理事業等を通じ、農地集積の促
進を図ることから、過去の実績等を踏まえた利用権設定面積を当該目標値をする。

令和３年度の
実施方針

例年どおり実施 活動量 維持する コスト 維持する

成果 24 ha 19 ha －
農地中間管理事業活用農地面積 維持

目標

成果 65 ha 69 ha －

目標 52 ha 52

10 ha 10 ha 10 ha

ha 52 ha

総事業費　Ａ＋Ｂ 円 6,688,140 5,690,700 7,057,460

市民１人当たりコスト 円 157 134

人件費　Ｂ 円 1,868,180 1,358,700 1,853,460

168

成果指標　アウトカム 方向 令和元年度 令和２年度 令和３年度

イ
ン
プ
ッ

ト

事
務
事
業
コ
ス
ト R２は予算額 一般財源 円 4,419,960 4,022,000 3,654,000

市債 円

その他特定財源 円 310,000 310,000

正規職員数 人 0.29 0.21 0.21

県支出金 円

決算（見込）額　Ａ 円 4,819,960 4,332,000 －

財源内訳

国庫支出金 円 90,000

425,000

補正・流用等 円 -1,108,000 19,000 －

合計 円 5,253,000 6,104,000

1,125,000

項　　目 単位 令和元年度 令和２年度 令和３年度

対象（誰のために) 意図（どのような状態にしたいのか）

農業者 農用地の有効利用及び農業経営の安定化を図る。

現状・課題

予算額

当初予算 円 6,361,000 6,085,000 5,204,000

5,204,000

担い手の減少や高齢化等に対応するため、農地の利用集積及び集約化が求められている。

市が行う理由
及びその根拠

任意的自治事務
農地台帳システムの活用等により、農地利用集積等の事務を円滑に進
め、本市農業の振興を図るため。

事務事業概要
農用地の有効利用及び農業経営の安定化を目的に、農地中間管理事業等を通じ、農地集積の促進を
図る。

令和３年度
の活動指標
アウトプット

活動内容 活動量

農用地利用集積計画の作成（農地中間管理事業関係分含む。） 300件

中野市農業再生協議会負担金（認定農業者通信発行に対する負担金） １件

予算
体系

会計 一般会計 実施計画

款 ６款 農林水産業費 未計上

項 １項

目指す姿

目 ３目 農業振興費 合併前

政策 03 農林業の振興 係 農政係
総合
計画
体系

基本政策 3 にぎわいと活力あふれるまちづくり 課・室 農政課

施策 04 担い手の確保と経営安定化 内線電話 250

農業費 実施期間

事務事業名 農業経営基盤強化促進事業
目標設定日 令和3年3月1日

部・局

事務事業マネジメントシート（令和３年度目標設定） 事務事業№ 050117

経済部



活動内容 ４月 ５月 ６月

農地中間管理事業

令和３年度　業務スケジュール

１月 ２月 ３月

農用地の有効利用等に係る事務

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

経済部

課・室 農政課

係 農政係

事務事業名 農業経営基盤強化促進事業

部・局

▼農用地の有効利用等に係る事務（通年）

▼農地保守システム使用（通年）

▼貸付申出書、借受申出書の受付（通年）


